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(百万円未満切捨て)
１．2022年11月期の連結業績（2021年12月１日～2022年11月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期 147,423 33.0 2,971 6.6 3,134 16.9 2,286 16.7

2021年11月期 110,883 0.0 2,787 △5.8 2,681 △3.6 1,959 △5.0
(注) 包括利益 2022年11月期 3,173百万円( 34.0％) 2021年11月期 2,367百万円( 33.2％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年11月期 231.64 228.80 10.9 5.0 2.0

2021年11月期 198.73 195.90 10.6 5.6 2.5
(参考) 持分法投資損益 2022年11月期 9百万円 2021年11月期 15百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期 73,456 22,481 30.5 2,265.51

2021年11月期 52,899 19,578 36.9 1,978.42
(参考) 自己資本 2022年11月期 22,412百万円 2021年11月期 19,509百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年11月期 △10,408 △287 11,078 5,883

2021年11月期 △4,037 △291 4,658 5,014
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年11月期 － 0.00 － 32.00 32.00 315 16.1 1.7

2022年11月期 － 0.00 － 40.00 40.00 395 17.3 1.9

2023年11月期(予想) － 24.00 － 24.00 48.00 20.4
　

　

３．2023年11月期の連結業績予想（2022年12月１日～2023年11月30日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 77,000 10.3 1,540 △7.5 1,125 △6.8 113.72

通 期 160,000 8.5 3,200 2.1 2,330 1.9 235.52

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年11月期 9,915,200株 2021年11月期 9,899,200株

② 期末自己株式数 2022年11月期 22,266株 2021年11月期 37,821株

③ 期中平均株式数 2022年11月期 9,872,182株 2021年11月期 9,858,171株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．2022年11月期の個別業績（2021年12月１日～2022年11月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期 119,368 29.6 2,575 20.1 2,289 25.5 1,575 24.9

2021年11月期 92,117 1.1 2,143 △6.5 1,823 △11.9 1,261 △12.3
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年11月期 159.61 157.65

2021年11月期 128.01 126.19
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期 66,426 17,565 26.3 1,768.57

2021年11月期 47,089 16,251 34.4 1,641.04

(参考) 自己資本 2022年11月期 17,496百万円 2021年11月期 16,182百万円
　

　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　上記の連結業績予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれており
ます。当該予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。

（決算補足説明資料の入手方法について）
　決算補足説明資料は当社ウェブサイトに掲載いたします。(https://www.lactojapan.com/ir/)
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、2022年年初に新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」）のオミク

ロン株蔓延により、一時行動制限措置が取られたものの、３月に緩和され、経済活動は回復傾向となりました。さ

らに年後半にかけては、政府、自治体などの全国旅行支援策や入国規制緩和によるインバウンド旅客の回帰を背景

に、レジャー需要が経済回復を後押ししました。しかしながら、長期化するロシア・ウクライナ情勢に伴うエネル

ギー価格の高騰とインフレ圧力の高まり、さらには欧米各国の金融引き締めの影響を受けた円安の進行などが景気

悪化の懸念材料となり、先行きの見通しにくい経営環境が続いています。

国内の食品業界においては、外食・レジャー需要の回復にともない、業務用の食品原料需要は好調となりまし

た。乳業界においては、夏に猛暑日が続くなど乳飲料やアイスクリーム需要への追い風もありましたが、秋以降は

原料価格上昇とそれに伴う最終製品の値上げによる消費停滞懸念から、乳製品原料に対する需要は力強さに欠ける

展開となりました。また、懸案である国産の脱脂粉乳在庫は、引き続き高水準であり、業界全体の課題も解消され

ていません。

アジア市場においては、ゼロコロナ政策をとっていた中国の需要低迷の影響が長期化しているものの、東南アジ

ア地域では感染症の影響を押さえながらの経済活動再開の動きが本格化し、乳製品を含む食品需要は回復しつつあ

ります。

このような状況のもと、当社グループは、期初に発表した中期経営計画「NEXT-LJ 2024」の基本方針に則り、グ

ローバルな調達ネットワークを最大限に活用し、原料の安定調達と顧客のニーズにマッチした魅力ある商品の提案

に注力しました。また、余剰が続く国産脱脂粉乳在庫の問題に対処すべく、国内での販売に加えて当社グループの

アジア販売ネットワークを活用した輸出を行うなど、国産原料の拡販にも努めました。

以上の結果、国内・アジアとも乳原料およびチーズの販売が底堅く推移したことに加え、国際相場の上昇と円安

による販売価格の上昇もあり、当連結会計年度（以下、当期）の売上高は1,474億23百万円(前期比33.0％増)と過去

最高となりました。また、営業利益は29億71百万円(前期比6.6％増)、経常利益は31億34百万円(前期比16.9％増)、

親会社株主に帰属する当期純利益は22億86百万円(前期比16.7％増)となり、いずれの利益も最高益を更新しまし

た。

部門別状況につきましては以下のとおりです。

（乳原料・チーズ部門）

世界の乳製品市場においては、天候不順により主要生産地であるオセアニアや欧州において生乳生産量が伸び悩

む一方、感染症の落ち着きとともに世界各国で乳製品の需要が堅調となり需給ギャップが生じたことに加え、エネ

ルギーや飼料価格の高騰を受けた生産コストの上昇が乳製品価格を押し上げ、国際相場は一時歴史的な高値まで急

騰する局面もありました。夏以降は、ゼロコロナ政策のもと、大都市を中心にロックダウン措置を講じた中国の需

要減退が顕在化し、一転、相場は落ち着きを取り戻しましたが、依然として高値圏で推移しています。

日本においては春以降の行動制限緩和により、外食・レジャー産業がようやく回復に向かい、乳製品の需要も復

調傾向となりました。しかしながら、乳原料については、国内の生乳生産量が夏場まで好調に推移したため国産の

脱脂粉乳が過去最高水準となる10万トンに達するなど、引き続き在庫余剰の状況が続いていること、また、国際市

況の高騰に円安が加わり円貨ベースの輸入原料価格が上昇したことなどにより、粉乳調製品のうち汎用商品の一部

は国産原料への置き換えが進み、販売に苦戦を強いられました。チーズについては、輸入価格の上昇はあったもの

の、乳原料と違い国産品の余剰在庫の影響は無かったため、１年を通じて販売は順調に推移しました。

以上の結果、当期の乳原料・チーズ部門の販売数量は182,957トン(前期比0.8％減)、売上高は988億21百万円(前

期比29.2％増)となりました。

（食肉食材部門）

食肉業界は、業務用需要の回復はあったものの、量販店や外食産業などが値上げを実施したことにより最終製品

の販売数量が伸び悩むという厳しい事業環境が続きました。

当部門の主要商品であるポーク販売では、米国のメインサプライヤーで、感染症影響に端を発した労働者不足に

より商品の一部で生産量が制限される状況が続き、当社の販売も影響を受けました。しかしながら、サプライソー
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スの多様化のため代替調達先を開拓してきたカナダ、スペイン、ベルギーの新規サプライヤーからの調達量を増や

したことにより、販売数量は前年並みを確保しました。

その他の原材料販売に関しては、蜂蜜や加熱済ベーコンなど顧客の業態によって、販売が順調に進んだ商品もあ

りましたが、生ハム・サラミなどは、イタリアで発生したＡＳＦ（アフリカ豚熱）の影響により、急遽調達先をス

ペインにシフトしたため、顧客のニーズに十分な対応が取れず、販売数量が伸び悩みました。

以上の結果、当期の食肉食材部門の販売数量は24,775トン(前期比3.6％減)、売上高は151億35百万円(前期比6.0

％増)となりました。

（アジア事業・その他）

乳原料販売部門（商社）においては、感染症対策の緩和が進んでいるシンガポール、インドネシア、タイなどを

中心に現地市場向けの販売が好調に推移しました。アジア市場では、乳製品原料の主要な供給元であるオセアニア

地域からの供給が、生乳生産の不振により減少し、加えて、物流網の混乱による船積み遅延が発生しました。これ

に対し、当社は他の産地から調達した原料を安定的に供給することで、アジアの主要顧客の信頼を獲得し、販売シ

ェアを伸ばすことができました。

さらに、日本における国産脱脂粉乳の在庫余剰に伴う政府・業界団体が進める輸出振興にも積極的に取り組み、

当社グループが持つ販売ネットワークを駆使して、日本産脱脂粉乳の販売を進めました。

以上の結果、同部門の販売数量は50,423トン(前期比5.5％増)、売上高は266億72百万円(前期比69.3％増)となり

ました。

チーズ製造販売部門（メーカー）においては、ゼロコロナ政策によるロックダウンの影響で中国向けの需要が伸

び悩みましたが、経済活動が回復傾向にある東南アジア市場でチーズ需要は底堅く推移しました。

当社が取り扱うチーズのうちプロセスチーズに関しては、原料チーズやエネルギー価格の高騰に伴い、当期は価

格改定を実施いたしました。改定は総じて受け入れられたものの、複数回に及んだこともあり、一部の顧客に対し

ては販売数量が減少しました。一方、需要が伸びているナチュラルチーズ加工品に関しては、生産設備の増強によ

り需要の増加に対応し、販売を大きく伸ばすことができました。

以上の結果、同部門の販売数量は4,786トン(前期比3.3％増)、売上高は39億84百万円(前期比19.9％増)となりま

した。

その他の事業においては、感染症下での生活が日常化する中、生活者の健康意識はますます強くなっており、成

長事業として注力している機能性食品原料の販売が順調に推移しました。当社は、調達力に優位性のある乳由来の

ホエイプロテインの販売に注力しておりますが、当期は最大の供給国である米国の優良なサプライヤーと協業し、

プロテインの最終製品に競合品と差別化するための他の機能性原料についても販売も開始しました。

当社は、機能性食品原料として、植物由来原料も取り扱いを進めていますが、日本市場の拡大ペースは世界と比

べると遅く、市場形成に時間を要しており、販売は伸び悩んでいます。今後は更なる営業活動の強化・推進が必要

と考えており、取り組みを進めてまいります。

以上の結果、当期のアジア事業・その他の合計売上高は334億66百万円(前期比66.3％増)となりました。

・為替相場の影響について

当社の輸入取引における仕入契約は原則として外国通貨となっており、為替変動リスクを回避するため、仕入契

約締結の際に金融機関と為替予約を締結しております。

また、当社は会計規則に基づき、仕入計上時期を船積日とし、仕入計上に使用する為替レートは船積日の実勢レ

ートとする会計処理を行っております。（予約レートではない）

一方で当社の標準的な営業取引循環では、仕入契約から商品が船積されるまでに平均２～３ヶ月の期間があり、

その約１ヶ月後に仕入代金の決済が行われ、さらにその２ヶ月後に売上が計上されます。

従いまして、仕入契約時に為替リスクをヘッジした場合でも、仕入契約から仕入計上までの期間に為替変動があっ

た場合には、損益計算書の各利益段階において為替変動による影響を受けることがあります。

なお、決算期など締め日のタイミングにより、売上が完了していない場合には、為替差損益のみが計上され、当
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該期の経常利益に反映されることがあります。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ205億56百万円増加し、734億56百万円となりました。

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ200億49百万円増加し、700億67百万円と

なりました。主な要因は、受取手形及び売掛金が17億88百万円増加したこと、商品及び製品が155億79百万円増加し

たことによるものです。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ５億７百万円増加し、33億89百万円とな

りました。主な要因は、投資その他の資産が２億80百万円増加したこと、有形固定資産が２億33百万円増加したこ

とによるものです。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ135億77百万円増加し、411億１百万円と

なりました。主な要因は、短期借入金が32億80百万円、買掛金が51億47百万円、コマーシャル・ペーパーが30億円

それぞれ増加したことによるものです。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ40億77百万円増加し、98億73百万円とな

りました。主な要因は、長期借入金が39億50百万円増加したことによるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ29億２百万円増加し、224億81百万円となり

ました。主な要因は、利益剰余金が19億71百万円増加、為替換算調整勘定が10億85百万円増加したことによるもの

です。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて８億68

百万円増加し、58億83百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により減少した資金は、104億８百万円となりました。これは税金等調整前当期純利益を31億34百万円

計上したこと及び仕入債務が45億79百万円増加した一方で、売上債権が９億64百万円増加、棚卸資産が162億25百

万円増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により減少した資金は、２億87百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出１億

50百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により増加した資金は、110億78百万円となりました。長期借入金の返済30億円があった一方で、短期

借入金の増加32億47百万円、長期借入金による収入83億円及びコマーシャル・ペーパーの増加30億円があったこ

とによるものです。
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（４）今後の見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、短期的には需給バランスの崩れや乳製品・食肉の国際相場の高止まり、日

本国内の国産脱脂粉乳在庫余剰の問題などの懸念材料は残るものの、中長期的には、国内市場においては生乳生産

量の減少傾向や貿易自由化の進展などにより、輸入乳製品原料への需要は底堅く、当社の調達力を発揮できる事業

環境にあると認識しております。また、アジアを中心とする海外市場では、当社の構築してきた販売ネットワーク

の強化に加え、シンガポール工場の生産能力の大幅な増強により、当社の事業をさらに拡大できるものと考えてお

ります。

このような中、当社は10年先を見越した長期ビジョン「LACTO VISION 2032」と、その達成に向けて2023年11月期

より始まる３か年の中期経営計画「NEXT-LJ 2025」を策定しました。

「NEXT-LJ 2025」では、引き続き「既存ビジネスの進化」、「アジアでの事業拡大」、「次世代ビジネスの構

築」という基本方針を保持し、グローバルに展開する商社事業と製造事業を営む「複合型食品企業」を目指してま

いります。中期経営計画はこれまで３年目の目標を掲げ、毎期改定を行うローリング方式としておりましたが、今

般策定した中期経営計画より、計画期間を固定し、各期の業績目標を明示する固定方式に変更しました。各期の目

標を明確化することで計画の実効性を高め、確実な成長の原動力とすると同時に、株主・投資家の皆さまとの対話

を円滑なものにすることを目指しています。

今期は、長引く感染症の影響による経済活動の停滞からの回復が期待されますが、感染症の終息が見通しづらい

ことや原材料やエネルギー価格の高騰による企業業績の下振れリスク、ロシア・ウクライナ情勢の長期化による影

響など依然先行き不透明な状況が続くことが予想されます。食品業界においては、さらなる価格改定による消費の

減退が懸念され、加えて、乳業界においては、国産脱脂粉乳在庫の動向に依然として注視が必要な状況です。この

ように引き続き厳しい事業環境を想定しておりますが、当社は、商社事業では日本およびアジア地域で回復が見込

まれる乳製品需要に的確に対応しつつ、安定的な原料供給に努めます。また、チーズ製造販売事業では原材料価格

に応じた適正な販売価格への改定やコスト削減に努め、新中期経営計画初年度の計画達成に注力します。

なお、今期よりアジア事業の成長に向けシンガポール工場移設と生産能力増強に向けた準備を開始することや、

経営基盤の強化と業務効率化を目的とした基幹システムの抜本的見直しを行うことを考慮し、2023年11月期の連結

業績予想は売上高1,600億円（前期比8.5％増）、経常利益32億円（前期比2.1％増）、親会社株主に帰属する当期純

利益23億円（前期比1.9％増）としております。

剰余金の配当につきましては、当期（2022年11月期）は期初予想を上方修正し、１株あたり年間40円としたく、

株主総会に上程いたします。当社は、将来の事業展開と経営基盤強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当

性向の向上に取り組むことを基本方針としていますが、今般、さらなる株主還元の充実に向けて配当方針の一部見

直しも行いました。これまで年１回の期末配当を基本的な方針としておりましたが、株主の皆さまに対して、経営

成績に応じた利益還元の機会を充実させ、株式を継続して保有していただくことを目的として、中間配当と期末配

当の年２回の配当を実施する方針に変更し、2023年11月期より中間配当を実施することといたしました。なお、当

社は、取締役会の決議によって毎年５月末日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりま

す。

上記方針に基づき、次期（2023年11月期）の剰余金の配当につきましては、当期より１株あたり８円増額し、年

間48円（うち中間配当24円）を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸

表を作成する方針です。

国際会計基準の適用につきましては、今後の動向等を注視しつつ関連情報の収集を継続してまいります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当連結会計年度
(2022年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,510,855 6,379,503

受取手形及び売掛金 19,277,467 21,065,703

商品及び製品 24,335,151 39,914,577

原材料及び貯蔵品 503,985 1,468,404

その他 412,359 1,260,834

貸倒引当金 △21,794 △21,904

流動資産合計 50,018,025 70,067,118

固定資産

有形固定資産

建物 743,486 840,636

減価償却累計額 △544,837 △644,365

建物（純額） 198,649 196,270

機械装置及び運搬具 922,600 1,180,693

減価償却累計額 △677,196 △876,128

機械装置及び運搬具（純額） 245,403 304,564

リース資産 523,422 844,392

減価償却累計額 △282,905 △456,127

リース資産（純額） 240,517 388,265

建設仮勘定 379 27,345

その他 78,575 86,782

減価償却累計額 △54,479 △61,154

その他（純額） 24,096 25,628

有形固定資産合計 709,046 942,074

無形固定資産

ソフトウエア 44,060 38,782

その他 497 362

無形固定資産合計 44,557 39,145

投資その他の資産

投資有価証券 838,177 795,182

繰延税金資産 259,653 456,332

その他 1,047,253 1,176,460

貸倒引当金 △16,999 △19,607

投資その他の資産合計 2,128,084 2,408,367

固定資産合計 2,881,688 3,389,587

資産合計 52,899,714 73,456,705

　



株式会社ラクト・ジャパン(3139) 2022年11月期 決算短信

－7－

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当連結会計年度
(2022年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,202,080 17,349,867

短期借入金 10,668,813 13,949,482

コマーシャル・ペーパー 1,000,000 4,000,000

1年内返済予定の長期借入金 2,610,000 3,960,000

未払法人税等 364,822 723,379

その他 678,916 1,119,264

流動負債合計 27,524,632 41,101,992

固定負債

長期借入金 5,010,000 8,960,000

繰延税金負債 44,402 17,032

退職給付に係る負債 362,341 410,850

資産除去債務 37,857 45,151

その他 341,696 440,327

固定負債合計 5,796,298 9,873,361

負債合計 33,320,931 50,975,353

純資産の部

株主資本

資本金 1,151,970 1,158,810

資本剰余金 1,185,808 1,178,027

利益剰余金 16,680,685 18,651,916

自己株式 △111,793 △65,828

株主資本合計 18,906,671 20,922,925

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 241,015 176,327

繰延ヘッジ損益 35,008 △99,634

為替換算調整勘定 327,285 1,412,932

その他の包括利益累計額合計 603,309 1,489,624

新株予約権 68,801 68,801

純資産合計 19,578,782 22,481,351

負債純資産合計 52,899,714 73,456,705
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

売上高 110,883,524 147,423,378

売上原価 104,242,620 139,961,710

売上総利益 6,640,904 7,461,667

販売費及び一般管理費 3,853,533 4,490,356

営業利益 2,787,370 2,971,311

営業外収益

受取利息 3,537 5,483

受取配当金 14,038 16,583

持分法による投資利益 15,127 9,305

為替差益 80,530 445,077

助成金収入 14,182 11,682

保険返戻金 27,927 2,660

雑収入 19,829 19,839

営業外収益合計 175,174 510,633

営業外費用

支払利息 134,494 182,183

支払手数料 116,931 139,605

雑損失 29,300 25,546

営業外費用合計 280,726 347,334

経常利益 2,681,818 3,134,610

税金等調整前当期純利益 2,681,818 3,134,610

法人税、住民税及び事業税 729,421 1,014,128

法人税等調整額 △6,729 △166,312

法人税等合計 722,691 847,816

当期純利益 1,959,126 2,286,794

親会社株主に帰属する当期純利益 1,959,126 2,286,794
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

当期純利益 1,959,126 2,286,794

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △16,381 △64,688

繰延ヘッジ損益 94,316 △134,643

為替換算調整勘定 321,252 1,070,992

持分法適用会社に対する持分相当額 9,109 14,654

その他の包括利益合計 408,295 886,315

包括利益 2,367,422 3,173,110

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,367,422 3,173,110

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年12月１日 至 2021年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,142,565 1,178,509 15,017,796 △10,643 17,328,227

当期変動額

新株の発行 9,405 9,405 18,810

剰余金の配当 △296,238 △296,238

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,959,126 1,959,126

自己株式の取得 △144,980 △144,980

自己株式の処分 △2,105 43,831 41,725

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 9,405 7,299 1,662,888 △101,149 1,578,443

当期末残高 1,151,970 1,185,808 16,680,685 △111,793 18,906,671

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 257,397 △59,307 △3,076 195,013 68,801 17,592,042

当期変動額

新株の発行 18,810

剰余金の配当 △296,238

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,959,126

自己株式の取得 △144,980

自己株式の処分 41,725

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△16,381 94,316 330,361 408,296 - 408,296

当期変動額合計 △16,381 94,316 330,361 408,296 - 1,986,739

当期末残高 241,015 35,008 327,285 603,309 68,801 19,578,782
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　当連結会計年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,151,970 1,185,808 16,680,685 △111,793 18,906,671

当期変動額

新株の発行 6,840 6,840 13,680

剰余金の配当 △315,564 △315,564

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,286,794 2,286,794

自己株式の処分 △14,621 45,965 31,343

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 6,840 △7,781 1,971,230 45,965 2,016,253

当期末残高 1,158,810 1,178,027 18,651,916 △65,828 20,922,925

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 241,015 35,008 327,285 603,309 68,801 19,578,782

当期変動額

新株の発行 13,680

剰余金の配当 △315,564

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,286,794

自己株式の処分 31,343

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△64,688 △134,643 1,085,647 886,315 - 886,315

当期変動額合計 △64,688 △134,643 1,085,647 886,315 - 2,902,569

当期末残高 176,327 △99,634 1,412,932 1,489,624 68,801 22,481,351
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,681,818 3,134,610

減価償却費 296,994 324,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,871 △325

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12,199 48,508

受取利息及び受取配当金 △17,576 △22,067

支払利息 134,494 182,183

売上債権の増減額（△は増加） △5,160,549 △964,725

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,391,355 △16,225,177

仕入債務の増減額（△は減少） 2,266,822 4,579,083

その他 113,134 △630,801

小計 △3,045,146 △9,573,745

利息及び配当金の受取額 17,945 22,179

利息の支払額 △141,877 △181,869

法人税等の支払額 △868,175 △675,010

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,037,253 △10,408,446

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △1 △0

投資有価証券の取得による支出 △50,260 △9,017

有形固定資産の取得による支出 △161,832 △150,550

有形固定資産の売却による収入 18 26

無形固定資産の取得による支出 △25,313 △9,717

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△4,999 -

ゴルフ会員権の取得による支出 - △9,569

ゴルフ会員権の売却による収入 - 7,050

保険積立金の払戻による収入 44,078 2,839

保険積立金の積立による支出 △92,233 △91,440

その他 △1,020 △26,838

投資活動によるキャッシュ・フロー △291,565 △287,218

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 5,159,723 3,247,506

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 1,000,000 3,000,000

長期借入れによる収入 3,000,000 8,300,000

長期借入金の返済による支出 △3,660,000 △3,000,000

社債の償還による支出 △270,000 -

自己株式の取得による支出 △144,980 -

新株予約権の行使による株式の発行による収入 18,810 13,680

リース債務の返済による支出 △148,480 △167,202

配当金の支払額 △296,154 △315,448

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,658,917 11,078,535

現金及び現金同等物に係る換算差額 175,096 485,776

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 505,195 868,647

現金及び現金同等物の期首残高 4,508,366 5,014,713

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

1,151 -

現金及び現金同等物の期末残高 5,014,713 5,883,360
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより一部の取引において、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当社

グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入額を控除した純額で収益

を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高は197,177千円、売上原価は197,177千円減少しております。なお、利益剰余

金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありま

せん。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

当社グループは、食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年12月１日
至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
至 2022年11月30日)

１株当たり純資産額 1,978.42円 2,265.51円

１株当たり当期純利益金額 198.73円 231.64円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 195.90円 228.80円

(注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度
(自 2020年12月１日
至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
至 2022年11月30日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益金額
(千円)

1,959,126 2,286,794

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益金額 (千円)

1,959,126 2,286,794

普通株式の期中平均株式数 (株) 9,858,171 9,872,182

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
(千円)

－ －

普通株式増加数 (株) 142,665 122,446

(うち新株予約権 (株)) 142,665 122,446

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要

－ －

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　


